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■報告内容 
報告１ 
近代的土地所有と伝統的土地制度： 
「永小作」をめぐる日本と台湾 
小林 茂 
 
はじめに 
近代東アジアで展開された土地調査事業は、近代的土地所有やそれにもとづいた地税徴
収の確立を目指していたと理解されている。土地に関する旧慣を整理して所有者を確定し、
それによる所有者が地税を負担するというシステムの実現が目標となっていたわけである。
その場合、こうした目標実現の障害となる伝統的な土地制度を廃棄して、新システムを確
立する必要があった。日本で「永小作」といわれてきた制度は、東アジアの他の地域でも
類似のものがみられ1、このような伝統的な制度の代表的なもので、とくに土地所有者の確
定に大きな障害となった。「永小作」がおこなわれた耕地では、小作人の土地に対する権
利がつよく、土地調査事業にあたって、地主とともに小作人も土地所有者となる可能性が
あり、両者のあいだで紛争が発生する場合もすくなくなかったのである。 
「永小作」については、すでに小野武夫の『永小作論』［1924; 1977］のようなまとま
った著作があり、その一部では類似の制度の地域間比較もおこなわれている。ここで注目
されるのは、東アジアで日本がおこなった土地調査事業のなかでも、「永小作」およびそ
れに類似する制度の克服が、地域によってちがうコースでおこなわれたと指摘されている
点であろう。日本の地租改正、さらには民法制定では、地主に有利な施策や法規が採用さ
れたのに対し、台湾の土地調査事業では、地主権と表現できる「大租権」を処分して、「小
租権」の所有者（小租戸、佃戸の系譜をひく）を土地所有者として認定することになった
とされている［小野, 1924; 1977: 215-219］。 
この小野の理解の当否を直接問うこともできるが、ここではこのような差がどのように
発生したか検討し、一定の展望をえておくことは、今後この種の問題を考えるうえで意義
あることと考えられる。表面的なちがいの可能性もあるが、たしかに小野の指摘するよう
な差がみとめられ、両者の実施時期の差を考慮しても、それを一つの枠組みの中で理解す
る必要性がみとめられる。以下では、これにむけて、関与するとおもわれる点を簡単に整
理しつつ検討したい。もとよりこの差は、複雑なプロセスを背景にしており、以下の検討
は予察的なものにとどまることも、あらかじめことわっておきたい。 
なお、以下ではまず日本の地租改正および民法制定のプロセスを簡単に追い、ついで台
湾の土地調査事業の特色を検討する。このうえで、両者の差について検討をくわえること
としたい。 
                                         
1 この種の制度は、地域や時代によってさまざまな変異があり、さらに用語にもさまざまな意味がこめら
れており、容易に一般化できないとされている［たとえば草野, 1984］が、他方基本的な類似点もみとめ
られる。 
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１．日本の地租改正と民法制定における「永小作」 
小野武夫は、地租改正時の地券交付にあたって、地主と「永小作」をおこなう小作人と
のあいだで頻発した紛争の把握に関連して、つぎのように述べている。 
当時内務省が永小作慣習の起因を以て開墾永小作と認定による永小作に限り、他の原
因による永小作慣習を逸せるは、思ふに当時内務省は特に之が為小作慣習の調査を行
ひたるにあらずして、単に各地方庁より報告し来れるものに付種目を設けて整理案を
立てたるに過ぎざるより来れるものならずんばあらず［小野, 1924; 1977: 97］。 
この指摘は、地租改正を実施するに際し、永小作の諸類型が充分に把握できなかっただけ
でなく、当局が永小作についてしっかりした調査を行っておらず、したがって紛争の発生
も予期していなかったことを示しているといえよう。 
このことは、福岡県柳川地方で地券交付に際して発生した紛争にもよくあらわれている
［川井,1924; 胡, 1977; 小林, 1999］。永小作の性格とそれに関連する紛争の紹介もかねて、
つぎにこの例を簡単にみてみたい。 
柳川地方の干拓地では、同一の耕地につぎのような人びとが権利をもっていた。まず、
江戸時代の干拓地造成にあたり、藩から許可を得たり、それにかかる費用を負担した人の
系譜をひく「地頭」がいた。他方、このもとで労働力を提供し、耕地の開発にあたってき
た人の系譜を引く「鍬先人」がおり、干拓地の耕地の利用権をもっていた。鍬先人は地頭
に対して小作人のように「余米」を払うが、これは定額であった。また鍬先人の土地利用
権は、他人に貸したり、売買したり、抵当に入れたりすることができた。このほかに、干
拓される前の干潟に権利をもっていた人の系譜をひく「野主」がいる場合もあり、鍬先人
はこの人たちにも少額ではあるが毎年一定の支払いをしていた。 
地租改正にあたり、こうした干拓地の地券が地頭に与えられようとしたとき、とくに鍬
先人は自分たちの権利が侵害されるということで、嘆願をおこない（1875 年 5 月）、これ
がみとめられた。ただしこの結果、土地所有権を明確にするためには、地頭か鍬先人が、
おたがいの権利を買い取るか、あるいは土地を権利にしたがって分割するしか道がないこ
ととなった。しかし、これは容易にはすすまず、一時期は地券に鍬先権についても記入で
きるよう政府に要望するが、地租改正事務局によりこれが拒否され（1876 年 10 月）、結
果として地頭と鍬先人は地区ごとに「仮約定証」をとりかわし、個別にも「鍬先地約定書」
（鍬先地券ともいう）をとりかわして、相互の権利を確認し、後の買収あるいは分割にそ
なえることとなった（1877 年 11 月）。 
柳川地方の初期の鍬先地は約 1,669 町歩に達したが、以後買収あるいは分割による所有
権の確定がすすみ、昭和初期までに約 3 町歩に減少した。この場合初期は鍬先人に有利で、
地頭と鍬先人の権利を 3 対 7、あるいは 4 対 6 として買収あるいは分割がすすんだが、地頭
に有利な条文をふくむ民法（第 278 条）が公布され（1896 年）、さらに民法施行法第 47
条が修正されるにいたり（1900 年）、これが逆転した。 
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以上のような柳川地方の永小作は、その開始からも典型的な開墾永小作である。フロン
ティアの開発のなかで発生した永小作とそれに類似する制度は、日本だけでなく、中国や
台湾、朝鮮半島にもすくなくない［花島, 1938; 1939］。 
さて、この例からまず指摘できるのは、地租改正当局が近代的土地所有権についてリジ
ッドな考えをもっており、その実現のために、永小作慣行を廃絶することを意図していた
ことである。地主（地頭）か小作人（鍬先人）がおたがいの権利を購入するか、あるいは
権利にしたがい土地を分割して所有者を確定せよ、という指示が各地に出されている［小
野, 1924; 1977: 97-100］のはそれを示している。民法が永小作の年限を指定し、それが経
過した後の所有について、権利の売買を奨励しているのも、そうした基本的態度の延長で
ある。また地租改正の時期には、登記制度がなく、永小作権の設定登記ができなかったこ
とは、「仮約定証」や「鍬先地約定書」のとりかわしのような臨時の措置を必要とするこ
ととなったのも留意されよう。 
これに関連して、地券の交付を地主側におこない、また民法が永小作の期間を限定し、
さらに地主の先買権をみとめているのは、あきらかに地主よりの施策であり、この問題の
解決を遅らせたという批判［小野, 1924; 1977: 307-314; 末弘, 1924: 83-106］も重要であ
るが、当初は永小作への理解が充分でなく、地主と小作のあいだで深刻な紛争が発生する
ことが予想されていなかったと考えられる点も、地租改正を考える点で無視できない。問
題が発生して、はじめて永小作が意識されるようになったとさえ考えられる。この点は、
つぎの台湾の例をみるとより明確と思われる。 
 
２．台湾の小租権と土地調査事業：大租権の解消による近代的土地所有の確立 
台湾の土地調査事業を考えるに際して重要なのは、その直前ともいえる時期に、劉銘伝
（1836-1895、1885～1891 年台湾巡撫に就任）による清賦事業がおこなわれたことである。
清賦事業は、土地調査事業に類似した目的をもち 1886 年に開始され、1892 年に終了した。
台湾領有後の徴税や地籍関係の事業は、この清賦事業を大きく意識しており、土地調査事
業はその基本的姿勢を継承するものであった［江, 1974: 42-43］。臨時土地調査事務局の局
長をつとめた中村是公（1867-1927）は、台湾の土地調査事業の概要を説明する演説のなか
で、劉銘伝のこの方面の業績を高く評価した［中村, 1905: 33-34］。以下で検討する「大租
権」の処分も、その構想は清賦事業にはじまっており、1896 年に台湾の財務を調査した主
税官、吉井友敬もそのことを意識していた［江, 1974: 54-57］。 
1898 年 9 月に発足した臨時台湾土地調査局は、このように位置づけられた清賦事業の関
連資料を収集し、1900 年 11 月には『清賦一斑』［臨時台湾土地調査局, 1900］を刊行して
いる。また、このほかにも台湾の旧来の土地制度について調査し、『台湾土地慣行一斑』
［臨時台湾土地調査局, 1905a,b,c］を刊行した。他方、台湾総督府では、1899 年に法学者
の岡松参太郎に依頼し、台湾の旧慣調査を開始させ、1901 年には臨時台湾旧慣調査会を発
足させて、本格的な調査をおこなった［臨時台湾旧慣調査会, 1910: 1-2］。 
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つぎにこうした調査によってあきらかになった永小作に類似する土地制度についてみて
みよう。19 世紀末の台湾では、地主－小作関係が複雑に発達しており、以下『台湾土地慣
行一斑、第二編』にみえる説明［臨時台湾土地調査局, 1905b: 94-95］をもとに簡単に概要
を紹介する。 
清代の台湾は、大陸から渡来する農民によって開発がすすむフロンティアで、その開発
過程で地主－小作関係が発展した。まず未墾地の開発の権利を確保した人の系譜をひく「墾
首」がおり、つぎに彼らから土地を付与されて開墾にあたった人の系譜をひく「佃人」、
さらに「佃人」の土地で実際の耕作にあたる「現耕佃人」がいた。墾首の土地に対する権
利は名目的なもので、実質的な権利は佃人が握っており、佃人はその権利を売却したり譲
渡することができた。佃人は小作料にあたるものとして「大租」を墾首におさめ、現耕佃
人は佃人に対し「小租」をおさめていた。これによって、墾首は「大租戸」、佃人は「小
租戸」ともよばれた。大租の額は少額であったが、小租戸（佃人）の権利を反映して小租
の額は大きかった。劉銘伝の清賦事業では、こうした小租戸の実権を地主（業主）と評価
して、地租を小租戸から徴収することとした。またこれにあわせて、それまで地租を負担
していた大租戸（墾首）に小租戸が納入していた大租をそれまでの 6 割に減額した。これ
を「大租減四留六」という。 
 台湾の土地調査事業では、こうした清賦事業の大租観をうけつぐことになった。上記吉
井主税官は、すでに 1896 年の段階で大租権の解消を秩禄処分にならっておこなうことを構
想した［江, 1974: 76-78］。ひとつの土地について、複数の権利者がいる状態は、近代的土
地所有にとって望ましくないことはあらためていうまでもない。この構想にそって、大租
権を確定し、その価格が決定され、債券を発行するかたちで補償がおこなわれることにな
った（1905 年）［江, 1974: 215-227］。 
以上のような大租権の解消を小野武夫は高く評価したわけであるが、永小作関係の解消
という点からすると、大租権だけでなく小租権の評価についてみておく必要がある。上記
岡松参太郎は、すでに 1901 年に雑誌『台湾慣習記事』に「大租権の法律上の性質」［岡松, 
1901］を寄稿し、大租権には土地に対する権利がなく、物権として位置づけられず、むし
ろ小租戸に対する特殊な債権とした。このような見方は『台湾私法』にもうけつがれ［臨
時台湾旧慣調査会, 1910: 311-314］、大租権解消の論拠となっていったと考えられる。他
方、小租権について『台湾私法』は、つぎのように述べている。 
 小租トハ素ト大租ニ対スルノ名ニシテ小租戸ハ通常其田園ヲ現耕佃人ニ貸借シ小租ヲ
収ムルノ慣習ナルヨリ此名ヲ生スルニ至リタルモノナレトモ小租権ノ内容ヲ以テ小租
授受ノ権能ニ在リトシ其性質ヲ定メントスルハ誤ニシテ其権利ノ真ノ内容ハ小租収受
ノ権利ヲ作ルコトヲ得ルノ原因ヲ為ス権能ニアリ‥‥今上来説述セル小租権ノ内容ニ
依リテ之ヲ見レハ小租権ハ其初ニ於テハ一種ノ永小作権タルニ過キサルモノナリシモ
後年ニ至リテハ全クソノ性質ヲ変シ土地ニ対スル最強大ノ支配権ト為レリ‥‥［臨時
台湾旧慣調査会, 1910: 334］ 
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として、初期は永小作権に類似していたが、19 世紀末～20 世紀初頭にあっては、明確に所
有権の性格をおびていたとしている。この位置づけからすれば、上記大租権の解消は、小
野武夫の見方とはややちがう角度から理解する必要がある。 
以上から、大租権に対する小租権の優越があきらかであるが、両者を比較するのは容易
ではない。しかし、『台湾土地慣行一斑、第二編』に掲載された、収穫物を一定の比率で
大租戸と小租戸に配分する「抽的租」の例をみると、その傾向をうかがうことができる。
なかでも、大租戸の取得分が 1 割 5 分あるいは 2 割に対し、小租戸のそれは 8 割 5 分ある
いは 8 割の場合が多い［臨時台湾土地調査局, 1905b: 96-112］のは注目されよう。上記柳
川地方の地頭と鍬先人のあいだでの権利の売買や土地の分割の場合と比較すると、台湾の
大租権の弱さがうかがえる。もちろんこの違いを本格的に解釈するには、開墾の経過やそ
れにあたっての大租戸（あるいは地頭）と小租戸（あるいは鍬先人）の資金や労働力の投
下量等も考慮する必要があろうが、台湾の大租権と小租権の関係を、日本の地主権と永小
作権の関係と単純に同一視することはできないとみてよい。日本の永小作権に対する地主
権は、土地に対する権利からしても、岡松参太郎の見方からすれば、物権的性格をそなえ
ていたことになろう。そうした点からすれば、台湾における大租権の解消は、その弱さを
前提のひとつにしていたことになる。 
 
むすびにかえて 
 以上、日本と台湾における、近代的土地所有の確立にむけておこなわれた旧慣の克服に
ついて、簡単に検討した。その結果、両者の主要な留意点の単純な同一視は困難で、永小
作権と小租権、地主権と大租権のような明確に対応すると思われるものについても、注目
すべき差があることが判明した。また台湾の場合は、劉銘伝の清賦事業の意義が大きく、
土地調査事業がその成果のうえにおこなわれたことも重視しておく必要がある。こうした
初期条件としては、永小作やそれに類似する慣行の地理的分布にも違いがあり（日本では
一部であったのに対し、台湾では広範囲）、最初にみたようなコースの差は、旧慣調査の
レベルのような実施過程の差もくわわって、単純に評価することも困難である。 
ただし、このような比較は、それぞれの地域における類似の事業の特色の理解において
は、充分に意義あることも同時にあきらかになった。近代的土地所有の実現にむかうコー
スは単一ではなく、それぞれの地域の初期条件を反映するわけである。 
このような点から興味ぶかいのは片山剛氏らが台湾の国史館で発見した、1940 年代の南
京郊外でおこなわれた地籍調査に関連する資料である。とくに揚子江の中洲である江心洲
の公佈図（誤記などを訂正するために、地籍調査の結果を関係者に周知する地籍図）では、
業主（地主）名にくわえ佃戸名も記入する。日本の地租改正時のリジッドな土地所有観念
からすれば、想像外のものであるが、やはり近年開発がすすんだというフロンティア的条
件、氏名が記入された佃戸が単なる小作人ではなく、上記小租権のような権利をもつ人び
とであったこと（現地調査で判明）［大坪ほか, 2007; 大坪・片山, 2007; 片山, 2007a,b］、
さらに国民政府の土地登記における「他項権利」（永佃権もふくむ）のとりあつかい［田
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口宏二朗氏の 2007 年 11 月 24 日ワークショップでの発表資料］などをみると、充分ありう
るものとして理解されてくる。また逆に、こうした地籍図の様式から、土地調査がおこな
われた状況を想像することも可能になるはずである。その点で、ここでおこなったような
試みをさらに展開していく必要があろう。 
 なお、ワークショップ当日は、なれない分野について、準備不足の発表をおこなったた
め、寺田浩明先生はじめ皆様にご迷惑をかけることとなった。記しておわび申し上げたい。 
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